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資 産 の 部 合 計 344,703,432 負 債 ・ 純 資 産 の部 合計 344,703,432

繰 延 資 産 0

新 株 予 約 権 0

純 資 産 の 部 合 計 87,595,606

繰 越 利 益 剰 余 金 28,323,171

自 己 株 式 557,796

評 価 ・ 換 算 差 額 等 0

当　期　純　利　益 1,755,372

繰 延 税 金 資 産 1,884,376 利 益 剰 余 金 28,323,171

保 険 積 立 金 17,664,657 そ の 他 利 益 剰 余 金 28,323,171

敷 金 720,000 自 己 株 式 処 分 差 益 3,584,960

長 期 前 払 費 用 166,470

投 資 有 価 証 券 1,838,522 資 本 準 備 金 45,271

出 資 金 20,000 そ の 他 資 本 剰 余 金 3,584,960

資 本 金 56,200,000

投 資 そ の 他 の 資 産 22,294,025 資 本 剰 余 金 3,630,231

電 話 加 入 権 167,984 負 債 の 部 合 計 257,107,826

株 主 資 本 87,595,606

土 地 39,681,091

無 形 固 定 資 産 52,707,569

ソ フ ト ウ ェ ア 52,539,585

構 築 物 1,340,884

車 両 運 搬 具 1,893,137

工 具 、 器 具 及 び 備 品 398,553

有 形 固 定 資 産 61,067,717 長 期 借 入 金 140,845,000

建 物 17,754,052 長 期 未 払 金 2,403,053

貸 倒 引 当 金 505,000 賞 与 引 当 金 2,389,000

固 定 資 産 136,069,311 固 定 負 債 143,248,053

16,000 未 払 消 費 税 等 2,604,400

そ の 他 の 流 動 資 産 26,500 預 り 金 1,051,076

1,052,591

棚 卸 資 産 82,194,324 未 払 費 用 814,206

前 払 費 用 214,500 未 払 法 人 税 等 206,000

113,859,773

現 金 及 び 預 金 42,466,023 買 掛 金 742,500

売 掛 金 84,160,296 短 期 借 入 金 105,000,000

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 208,634,121 流 動 負 債

そ の 他 の 当 座 資 産 61,478 未 払 金

未 収 入 金

貸 借 対 照 表

(単位：円)

科　　　　　目 科　　　　　目金　　　　　額 金　　　　　額

令和 3年 9月30日現在
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個別注記表 

 

令和 2 年 10 月 1 日から令和 3 年 9 月 30 日まで 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 (1)仕掛品                    個別法による原価法を採用しております。 

 (2)貯蔵品                    先入先出法による原価法を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却方法 

 (1)有形固定資産 

    定率法を採用しております。    ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（附 

属設備を除く）ならびに平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物付属設備および構築 

物については定額法を採用しております。 

 (2)無形固定資産 

    定額法を採用しております。ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、残存 

有効期間（３年）に基づく均等配分額を計上しております。また、自社利用のソフト 

ウェアについては、社内における利用期間（５年）に基づく 

  定額法を採用しております。なお、取得価額 10 万円以上 20 万円未満の資産について 

は、３年均等償却を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

    債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により計算した回収不 

能見込額を計上しております。 

 (2)賞与引当金 

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しており 

ます。 

 

４．消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 

５．税効果会計の適用 

    法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。 
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貸借対照表等に関する注記  

 

１．有形固定資産の減価償却累計額               23,608,188 円 

 

税効果会計に関する注記 

１．繰延税金資産･負債の発生原因別内訳 

    項  目  名       前   期  （構成比）   当   期   （構成比）  

 賞与引当金繰入額否認       1,092,848円     45.15%       511,724円     27.16% 

 税務上の繰越欠損金         1,327,515円     54.85%     1,372,652円     72.84% 

【繰延税金資産小計】         2,420,363 円    100.00%     1,884,376 円    100.00% 

 税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 0円    0.00%        0円     0.00% 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 0 円 0.00%      0 円      0.00% 

【評価性引当額小計】              0円      0.00%             0円      0.00% 

【繰延税金資産合計】          2,420,363円    100.00%     1,884,376円    100.00% 

【繰延税金負債合計】                0 円                        0 円            

【繰延税金資産（負債）の純額】2,420,363 円                1,884,376 円            

 

２．法定実効税率と実際の税負担率との差異 

      項  目  名             構成比(前期)    構成比(当期) 

法定実効税率を適用して計算した法人税等           21.42%         21.42% 

住民税均等割                                      6.64%          8.25% 

【税効果会計対象外の税金合計】                    6.64%          8.25% 

前期末と当期の法定実効税率の差異                  0.00%          0.02% 

当期と当期末の法定実効税率の差異                  0.02%          0.06% 

その他                                            0.08%          0.00% 

税効果会計適用後の法人税等                       28.00%         29.71% 

 

一株当たり情報に関する注記 

１．一株当たり純資産額は、277,201.28 円であります。 

２．一株当たり当期純利益は、5,554.97 円であります。 

                                                                                              

以 上 

 


